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Ⅰ．はじめに――問題意識――
本稿は，製造業者のマーケティング部門における製品開発担当部門が，
差別化された製品を開発するために必要とされる能力，かかる部門がその
役割を達成するために用意されるべき製品開発部門の社内の位置づけにつ
いて議論するものである。
一般的に，企業の製品開発，あるいは商品企画部門
1)
には，既存市場に
存在していない革新的な新製品の開発が期待されている。マーケティング
的に言うならば，企業の製品開発部門には，競合他社の製品と明らかに差
別化された新製品の開発が期待されていることになる。
かかる期待に従い，製品開発担当者は，既存市場にはないユニークなコ
ンセプトを持った，いわば尖った製品を作る。しかしながら，その製品が
そのまま市場に導入されることは稀なのではないだろうか。なぜならば，
その製品が，製品開発担当者の手から離れ，いや，離れなかったとしても，
当該企業が，その製品を製品化するかどうかを意思決定する際に，当該企
業の様々な関係者の間で意見が交わされ，その意見がその製品に反映され
ることが考えられるからである。また，市場調査の結果が反映され，コン
セプトが弱まることも考えられる。当初の製品案に多くの意見が加わり，
より尖った製品になった際は，実に他社と差別化された製品になるだろう。
― 2― 2
1) 本稿においては，製品開発と商品企画を同義として用いる。なぜならば，
本稿において注目する製品開発は，製品コンセプトを提案することに重点を
置いたマーケティング的な製品開発であり，企業の研究・開発部門が行なう
技術開発重視の製品開発ではないからである。しかしながら，製品コンセプ
トを提案することに重点をおいた製品開発であっても，そのコンセプトを実
現する技術を完全に無視するわけではない。かかる点については，後に議論
する。
しかし，多くの関係者の意見が入ることにより，尖ったコンセプトが丸み
を帯びていき，さほど特徴がない製品になってしまうこともあるだろう。
いや，多くの企業の場合，後者のような結果を招くことが多いのではない
だろうか。また，かように，いくら製品開発担当者が尖った製品を開発し
たとしても，その製品についての社内のコンセンサスを経ていくプロセス
で，開発者が創造した製品が滅茶苦茶にされてしまうことが常態化される
と，開発者の尖った製品を開発するモチベーションが低下してしまうであ
ろう。加えて，かようなことが常態化されると，上司や会社が気に入るよ
うな製品を開発する，いわば優等生的な製品開発担当者が育ち，当該企業
において尖った製品は開発されにくくなるであろう。
他社と差別化された製品を企画することを期待されている製品開発部門
であるが，そう簡単に他者と差別化された製品が開発できるわけではない。
開発担当者は，開発の苦しみから逃れようとする。また，開発部門を司る
ヨリ上位のマネージメント，マネージャーたちも，ヨリ効率的な製品開発
の実現のために，製品開発プロセスをプログラム化することも考えられる。
しかし，かようなプログラムによって尖った新製品を開発することができ
るのであろうか。
本稿は，以上のような問題意識に基づき，差別化された製品を開発する
ために必要とされる製品開発部門の能力と，それを支える企業の体制につ
いて議論するものである。
Ⅱ．マーケティングにおける製品の重要性
本稿は，マーケティングにおける製品開発について議論するものである。
その前に，本稿が依って立つ，マーケティングの役割について述べたい。
企業にとって，唯一売り上げをあげることに責任を持つ部門は，マーケ
ティング（営業部門含む）である。かような理由から，企業の中でマーケ
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ティング部門が重要な役割を果たしていることが分かる。
本稿では，企業の行なうマーケティング活動の主たる機能は，需要創造
であると考える。ここでいう需要創造とは，マーケティング主体が，消費
者の集合体である市場がそれまで気づかなかった価値を作り出し，それが
経済力に裏付けられた価値，すなわち需要を作り出すということを意味す
る。本稿では，基本的に消費者は，自分自身の欲しいものは分からない，
目の前に製品が提案されて初めて自分の欲しかったものに気づくという
マーケティング観に依拠している
2)
。それゆえ，マーケティング主体は，常
に市場への価値提案をしていかなくてはならない。マーケティング主体が
市場に提案するものは，製品コンセプトである。ここでいう製品コンセプ
トとは，消費者の感じる当該製品の便益を売り手の側から表現したもので
ある。マーケティング主体が製品コンセプトを提案することで，消費者は
自分自身の欲しいものが分かり，そしてそれが需要につながるのである。
マーケティングの主たる役割を達成するために，マーケティング主体は，
市場に製品コンセプトを提案するわけであるが，消費者の目の前には製品
コンセプトそのものが現れるわけではない。消費者の目の前には，製品コ
ンセプトという抽象的なものが現れるのではなく，それが具現化されたも
の，すなわち製品が出現する。マーケティング主体は，需要創造のために
製品コンセプトを市場に提案するわけであるが，消費者が実際に目の当た
りにするのは製品そのものである。かようなことから，本稿では，マーケ
ティングにおいて製品は重要な役割を果たすと考えている。
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2) 本稿は，石原（1982，2000）が示すマーケティング観に立つ。筆者は，既に
石原のマーケティング観を太田（2007）で整理している。
Ⅲ．本稿における製品と製品開発
１．製品とは
本稿では，上原（1999）に倣い，製品を「消費者・需要家が使用・消費
できる状態になったモノ」と定義する
3)
。また，本稿では，製品は，Kotler
（1980）が述べるように，「製品の核」（core product），「製品の形態」（tangible
product），「製品の付随機能」（augmented product）の３つレベルででき
ていると考える
4)
。「製品の核」とは，買い手が本当に買うものである。か
かる概念は，消費者側の視点に立てば，その製品から得られる便益（be-
nefit）である。本稿で，製品コンセプトといった場合，「製品の核」，便益
のことをいう。かかる「製品の核」は製品の中心に位置づけられる。「製品
の核」を中心に，それを「製品の形態」が取り囲んでいる。「製品の形態」
とは，我々の眼に見る物的形態であり，それは「製品の核」を実現するた
めの具体的手段として位置づけられるものである。Kotlerは，「製品の形
態」のみでは，その製品のコンセプトを完全に達成できないと考えた。製
品コンセプト実現のためには，「製品の付随機能」が必要とされることを主
張した。「製品の付随機能」には，「製品の形態」の取付けや，アフターサー
ビス，保証，配達，信用供与などが含まれている。
２．製品開発プロセス
上述の展開に依拠すれば，マーケティング主体は，製品を開発する際に，
次の４つの決定プロセスを経ることになる。
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3) 上原（1999），129 ページ。
4) Kotler (1980)，訳書 434 ∼ 437 ページ。
１．「製品の核」の決定
２．「製品の形態」の決定
３．「製品の形態」が製品となるために必要な行為の洗い出し
４．上記３「製品の形態」が製品となるために必要な行為の洗い出しで，
得られた行為のうち，どの行為を売り手が行なうか，どの行為を買い
手に委ねるか，そして，どの行為を「製品の形態」の中にビルトイン
するかの決定である
5)
。
５．1∼ 4の作業の繰り返し，何らかの満足解を得る。
１の「製品の核」の決定とは，製品コンセプトの決定に他ならない。２
の「製品の形態」の決定とは，１の製品コンセプトを具現化する「製品の
形態」にするための製品アイディア，すなわち当該企業の技術力を活用し
た，成分，スペック，性能，デザインなどの決定である
6)
。１の「製品の核」
の決定と，２の「製品の形態」の決定は，どちらかが先に決まるとは一概
には言えない。なぜならば，今日の製品開発担当者が，市場動向のみを頼
りに競争上有利な製品コンセプトを導き出すことは困難であり，当該企業
が有している技術や，使用できる技術をどう活用するかから製品コンセプ
トを定めた方が効率的な場合もあるからである。「製品の核」と「製品の形
態」が決まったらならば，次に，３の「製品の形態」が製品となるために
必要な行為の洗い出しを行なう。「製品の形態」が消費者・需要家に使用・
消費されるまでに必要とされる行為は先に述べたように様々である。しか
し，かかる「製品の付随機能」に含まれるさまざまな行為は，必ずしも売
り手が行なわなければならないものではない。かかる行為は，買い手が行
なうこともできるのである。そこで，４の上記３「製品の形態」が製品と
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5) ここでは，売り手を当該製品の製造業者，流通業者とする。また，買い手
を当該製品の消費者とする。
6) 上原（1999），38 ページ。
なるために必要な行為の洗い出しで，得られた行為のうち，どの行為を売
り手が行なうか，どの行為を買い手に委ねるか，そして，どの行為を「製
品の形態」の中にビルトインするかの決定が必要となる。これからの 1∼
4の行為を何からの満足解が得られるまで繰り返し，製品開発が完了する。
３．製品開発部門の果たすべき役割
製造業者にとって，製品開発は企業経営の要といえる。企業は，利益を
あげるために，まずは売り上げを立てる必要があるが，その売り上げは製
品によって実現される。製品を市場に出せば簡単に売り上げが立つという
ものではない。当該企業の周りには競合他社が競合製品で消費者の獲得を
狙っているのである。
企業は，かような競争に直面している。当該企業は，当該企業の製品で，
他社の製品を押しのけて消費者に選ばれるような様々なマーケティング努
力をする。その努力の一つが，製品差別化（Product differentiation）であ
る。製品差別化とは，消費者に当該製品が他の製品と違うものだと思わせ
ることをいう。一般的には，製品差別化は広告によって実現されるといわ
れるが
7)
，製品開発も製品差別化を実現するための手段としての役割は大
きい。
マーケティングでは，消費者は製品という物体が欲しいとは考えない。
消費者が購入するのはその製品から得られる便益（benefit）であるとされ
る。製造業者は，製品を売っているのではない。消費者がその製品から得
られる便益を売っている。企業が製品を開発するということは，消費者が
感じるであろう便益を開発していることになる。
先にも述べたように，企業の周りには競合他社が大勢いる。消費者に当
該企業の製品を購入してもらうためには，当該企業の製品が他社のそれよ
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7) Smith (1956), p. 6.
りも便益があると消費者に思われなくてはならない。
製造業者の製品開発部門には，競合他社の製品よりも消費者が便益が高
いと思えるコンセプトを実現した製品，すなわち，競合他社の製品に対し
差別化された製品を開発することが求められている。
４．製品開発部門が直面している困難
8)
上記のように，製造業者の製品開発部門は，企業他社の製品と差別化さ
れた製品を開発することが求められている。しかしながら，それゆえに，
製品開発部門には，いくつかの困難が立ちはだかる。
延岡（2002）によれば，製品開発には「創造性」，「複雑性」，「不確実性」
の３つの点があるゆえ，製品開発は難しいという。
製品開発は様々な企業活動の中で最も創造的な活動であり，製品開発部
門は技術的な問題解決ばかりではなく，市場に受け入れられるコンセプト
も生み出さねばならない。これらには自由な発想が求められる。しかしな
がら，一方で企業においては効率性が求められる。製品開発部門には，創
造的なアウトプットを出す過程において，ある程度の失敗や試行錯誤が不
可欠であるが，かような失敗や試行錯誤は，企業が求める効率性からする
と大きなコストとなってしまう。また，しかし，マネジメント部門が，過
度に製品開発部門に効率性を求めると，その効率性は製品開発部門の創造
の芽を摘むことにつながる。かように，製品開発部門は，全社的に期待さ
れている差別化された製品開発を実現しようとする際に，創造性を求めら
れながらも，一方で効率性も求められるという問題に直面している。
次に，延岡は，不確実性が高いのも製品開発の特徴であるという。ここ
でいう不確実性とは，インプット（投入）に対してのアウトプット（産出）
が予測しにくいということである。製品開発は，何をどれだけ行なえば，
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8) 本節は，延岡（2002），17 ∼ 22ページに依拠している。
どの程度の見返りがあるのかを予想しにくい部門なのである。
製品開発部門は，次の２つの不確実性と直面することになる。ひとつは，
市場の不確実性であり，いまひとつは技術の不確実性である。ここでいう
市場の不確実性とは，開発した製品が市場に出された際に，その製品が売
れる保証はどこにもないということである。かかる不確実性が発生する理
由は，消費者のニーズと競合他社の行動が事前に完全に読めないためであ
る
9)
。
技術の不確実性とは，製品開発に入っても実際に製品が完成してみなけ
れば最終的なコストや機能を予測できない場合があるということである。
製品開発の具体的な開発・設計の段階についても，計算どおりにアウトプッ
トが出る合理的なプロセスはない。なぜならば，先に述べたように製品開
発には創造性が伴うからである。
最後に複雑性である。ここでいう複雑性は，技術の複雑性と開発組織の
複雑性からなっている。技術の複雑性は，技術が高度化するに従って，製
品開発にもこれまで以上に複合的な技術が要求されており，開発担当者に
複合的な技術の知識を求めるということである。開発組織の複雑性は，技
術の複雑化に伴い，多様な部門の多数の開発者が製品開発に係わることに
よって生ずる複雑性である。多様な部門の多数の開発者が係わることによ
り，その製品開発にむけて開発担当者全員のベクトルを合わせる必要があ
る。
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9) かかる不確実性については，石原（1982，2000），石井（1993）で詳細に議
論されている。
Ⅳ．差別化された製品を開発するために必要とされる製品開発部
門の３つの能力
10)
本節では，Schmpeter（1926)
11)
の新結合の見解をヒントとし，マーケ
ティングの製品開発部門の能力について研究した上原（1999）をもとに議
論を進める。
上原（1999）によれば，製品開発に必要とされる能力は３つある。ひと
つは，ニーズ把握力である。これは，様々な市場ニーズをとらえ，その強
弱を識別する能力である。２つ目は，シーズ蓄積力である。これは，強い
ニーズに対応し，かつ，代替製品や競合製品に対し優位性を築くためには
相応の技術（シーズ）の蓄積する能力のことである。そして３つ目は，創
造的結合力である。ニーズ把握力とシーズ蓄積力だけでは売れる製品を作
ることはできない。両者を結びつける創造的能力が必要とされる。この能
力によって，技術と市場とを結びつける製品化の基本方向が作り出される
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10) 本節は，上原（1999），140 ∼ 143ページに依っている。
図１
出所：上原（1999），143ページ。
ことになる。
上原は，上で述べた３つの能力は，売れる製品を開発する潜在力を構成
するが，そのなかでもとりわけ重要なのが，創造的結合力であると主張す
る。製品開発には様々な制約が課されている。たとえば，市場ニーズを捉
えようとする場合，顕在化されたニーズを識別するのは比較的容易である
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11) Schmpeter（1926），訳書（上巻），220 ∼ 230 ページ，伊達他（1980），70
∼ 72ページ。Schmpeterは，経済発展を諸資源の新結合の遂行とした（伊
達他，48 ページ。）。諸資源の新結合，すなわちイノベーションは，次の５つ
のケースからできている。
１．新しい財貨，すなわち消費者の間でまだ知られていない財貨，あるいは
新しい品質の製品の生産。すなわち新製品の開発（林（1999），132ペー
ジ。）。
２．新しい生産方法，すなわち当該産業部門において実際上未知な生産方法
の導入。
３．新しい販路の開拓，すなわち当該国の当該産業部門が従来参加していな
かった市場の開拓。
４．原料あるいは半製品の新しい供給源。
５．新しい組織の実現。独占的地位の形成またはその打破。
繰り返すが，上記のようなイノベーションは，資源の新結合によって実現
される。Schmpeterは，かようなイノベーションは特殊な種類の行為である
とする。なぜならば，新結合は，それまで慣行として採用されていた既存の
資源の結合とは違ったものだからである（Schmpeter（1926），訳書（上巻），
209 ∼ 214 ページ。）。また，Schmpeterは新結合が登場するときには次の３
つの困難があるとしている。ひとつは，新結合の遂行が，既存の決断のため
の与件や行動のための規則をなくしてしまうこと。次に，新しいことへの経
済主体の抵抗があること。かかる抵抗は，新しいことを受け入れがたい経済
主体の態度のことを指す。かかる説明をする際，学会における新たな研究ア
プローチへの抵抗が例で挙げられている。そしていまひとつが，新しいこと
をしようとしている人々への社会的環境からの抵抗である。これは，新しい
ものによって脅かされる集団からの抵抗，一般社会での協力を得ることの困
難，消費者を引きつけることの困難としている（Schmpeter（1926），訳書（上
巻），220 ∼ 230 ページ，伊達他（1980），70 ∼ 72ページ。）。
が，潜在的ニーズを探り出し，先発の有利性を確保するのは至難の業であ
る。しかしながら，潜在化された市場において製品の洗練化競争が極度に
進んでいる今日，少しでも潜在部分を取り込んだ市場を創造しないかぎり，
売れる製品を作ることはできない。言い換えれば，至難の業をブレイク・
スルーするための創造力が必要とされるのである。こうした創造力は，も
はやニーズだけを分析しただけでは生み出すのは難しく，多くの場合，自
社のシーズをどう活用するか，という観点からの新しい発想も必要とされ
る。一方，蓄積されたシーズは，そのままでは，これをどう活用するか，
ということを明示的に示唆し得ない。これは技術研究の発展そのものが，
理論の無限ともいえる自律的展開可能性に依拠しているが故に，ニーズと
は乖離せざるを得ない自己増殖性（技術理論の自己増殖性）を有している
からである。この技術の自己増殖性をコントロールするためには，常に
ニーズから技術に向けての意味づけが必要とされるが，これには創造力の
発揮が要請される。
ニーズ把握力とシーズ蓄積力は，それだけでは，売れる製品を作るため
の可能性でしかない。この可能性を実現に向けて具現化するのが創造的結
合力である。
Ⅴ．用意されるべき製品開発部門の社内の位置づけ
先にも確認したように，製品開発部門は，「創造性」，「不確実性」，「複雑
性」という困難を抱えた部門である。それゆえに，製品開発部門は，企業
の中でも特殊な位置づけの部署となるべきである。製品開発部門に他の部
署と同じような体制，評価の仕組みをそのまま当てはめるわけには行かな
いのである。
以下では，製品開発部門が直面している３つの困難，すなわち「創造性」，
「不確実性」，「複雑性」の観点から用意されるべき製品開発部門の社内の位
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置づけについて議論したい。
１．製品開発部門が創造性を発揮しやすい企業の体制
1-1 個人の力を最大限に生かせる組織
12)
製品開発には，ニーズ把握とシーズ蓄積力のみならず，かかる２つを創
造的に結合する能力が必要となる。かかる結合力によって，差別化された
製品の開発が可能になる。まずは，かかる結合力を発揮するために，企業
が用意すべく製品開発部門の位置づけについて確認したい。
上原（1999）は，売れる製品の多くは特定の個人の着想・理論化による
ところが大きいとしている。売れる製品の開発には独創的かつ体系化され
たコンセプトが必要とされる。実は，こうしたコンセプトは，ほとんど個
人によって生み出される。集団で議論することも重要であり，また，集団
が共有する知識（情報）の高度化も要請されるが，体系的なコンセプトの
創出とその理論化は，ほとんど個人によって構築される。この場合，集団
は，そうした個人にとって，情報収集の場として，また，その共有知の提
供基盤として位置づけられる。この意味において集団は重要であり，集団
は新しいコンセプト創出と論理化が展開される土台となるものの，集団自
体がその創出と論理化を構築・完成させるわけではない。それは首尾一貫
した体系の創出には，感性と論理の固有の連続性とその各々の持続性が必
要とされ，集団ではこうした連続性・持続性を確保するのが困難だからで
ある。発想と理論化の基盤となるこのような連続性・持続性には，個人の
場合，長期記憶が大きな役割を果たす
13)
が，集団とか組織はそのような長
期記憶を持たない。ここで，われわれは，先に掲げた図を思い起こさなけ
ればならない。３つの能力は，それぞれが独立しているのではなく，創造
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12) 本節は，上原（1999），146 ページに依っている。
13) かかる議論は，Bettman（1979）に基づいている。
的結合力を核として首尾一貫化・体系化されなければならないのである。
この首尾一貫化・体系化は，まさに，個人の能力によるところが大きいの
である。
1-2 計画のグレシャム原理の回避
14)
製品開発部門には，計画のグレシャム原理を回避するような体制を与え
ないと，創造的な活動はできない。計画のグレシャム原理
15)
とは，March
& Simon（1958）が示した概念である。計画のグレシャム原理とは，日常
のルーティンがプランニングを押しのける。もっとわかりやすくいうと，
高度にプログラム化されている課業と，高度にプログラム化されていない
課業との２つに直面している個人は，強い全体的な時間の切迫がないとき
ですら，後者よりも前者を優先してしまうということである
16)
。つまり，
個人は時間的な圧力がなくても，創造的な仕事よりもルーティン作業を優
先する傾向にあるということになる。時間的な圧迫があれば，当然，ルー
ティン作業を優先させるわけである
17)
。かかる計画のグレシャム原理の含
意するところは，もし組織のすべての資源が既存のプログラムの実行に動
員されていたならば，新しいプログラムを創始する過程は緩慢になり，結
局休止状態になるということである
18)
。
製品開発は創造的な活動である。製品開発部門をルーティン作業が覆う
と，創造的な活動は行なわれなくなるであろう。それゆえに，製品開発部
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14) 本節は，上原（1999），145 ページに依っている。
15) March & Simon, (1958) の訳書では，プランニングのグレシャムの法則
という訳が当てられているが，本稿では，上原に倣い，計画のグレシャム原
理という語を用いる。
16) March & Simon, (1958)，訳書，283ページ。
17) 上原（1999），145 ページ。
18) March & Simon, (1958)，訳書，285 ページ。
門には，ルーティン作業をできる限り行なわせないような体制を整えるべ
きである。
1-3 製品開発プロセスのプログラム化の回避
同一パターンで製品開発が成功すると，その開発プロセスが社内でプロ
グラム化されることがある。ここでいう開発プロセスのプログラム化と
は，製品開発の手順が組織的に定着することを意味する。企業は効率性を
追求しなくてはならない。また，管理の観点から，企業の組織のメンバー
の数が大きくなればなるほど，課業がプログラム化されるのは当然の傾向
といえる。
しかしながら，かかる製品開発プロセスのプログラム化は，以下の２つ
の点において危険である。
ひとつは，成功は失敗の母になることから，製品開発プロセスのプログ
ラム化を回避しなければならない。一般的に，企業の活動は，その後，既
に出来上がった対応構造をベースに進展していく形をとり，基本的な構造
は不変のまま，その方向にとって不合理で非効率的な部分を改善・修正し
ながら経営活動を遂行していく。この方向は出来上がった戦略構造を所与
として効率改善を目指すという意味で，いわば「内なる効率化」となる
19)
。
多くの企業は，一通りの環境適応という成功を構造レベルにまで推し進め
て対応化を作り上げると，大胆に次なる新たな市場環境変化に適応してい
けない体質となってしまう。その主要な理由は，成功による保守化にある。
換言すれば，成功をより確固たるものにするために，一層改善化を進め，
それゆえに硬直化していくのである
20)
。これを製品開発プロセスに当ては
めてみると，成功した製品開発プロセスが，その後にプログラムとなって
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19) 嶋口（1984），４ページ。
20) 嶋口（1984），５ページ。同様の主張は，Christensen（1997）でもされて
いる。
しまう。それにより，企業をとりまく環境が変化したとしても，企業にお
いてかかるプログラムの変更に多大なコストを要してしまうため，かかる
プログラムの変更が容易ではなくなるのである。
いまひとつは，製品開発パターンがプログラム化されることによって，
製品開発が創造的な活動ではなくなる恐れがあるという点である。新製品
開発は，ニーズ把握力とシーズ蓄積力の創造的な結合によって生み出され
る。それは開発者のこだわりによって生み出される。開発者が，開発した
製品にこだわりぬく。それは，その製品の価値が消費者に受け入れられる
であろうという強い信念に基づいている。その信念を，社内に説得してい
くことが製品開発では重要な活動になる。しかし，その信念は開発担当者
の独りよがりであってはならない。開発担当者がこだわればこだわるほ
ど，多くの人がその製品の価値を認めるようになるという。それは単に，
開発者の熱意が周りに伝播するからではない。開発担当者が，当該製品に
価値にこだわるほど，当該製品の価値が明確化され，明確化されることで
社内のコミュニケーションが容易になり，当該アイディアの社内的なコン
センサスが生まれ易くなるためである
21)
。
一方，製品開発がプログラム化されると，製品開発担当者のこだわりが
薄れる傾向があるという
22)
。というのも，開発担当者が自身でその価値を
検討することなく，社内のプログラムの中で処理しようとするため，その
製品の価値の明確化が薄れるというわけだ。例えば，プログラム化された
製品開発プロセスのなかに，市場調査があり，その調査で，開発された製
品の市場での支持が，ある一定の値を超えることが開発プロセスを先に進
める，つまりその製品を市場化するか否かの意思決定をする際の要因で
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21) かかる記述は，筆者による小林製薬，ロート製薬へのヒヤリングからヒン
トを得ている。
22) かかる記述は，筆者による小林製薬，ロート製薬へのヒヤリングからヒン
トを得ている。
あったとしよう。かようなプログラムのもとでは，開発担当者は，製品の
価値の明確化を怠る場合が出てくる。それは，製品開発担当者に計画のグ
レシャム原理が働き，当該製品の価値の明確化をするという創造的な行為
よりも，ルーティンとしての調査で一定の値をとってしまおうと考えるた
めである。つまり，開発担当者が自らの創造力を用いて，製品の価値を明
確化したとしても社内における製品開発に関する意思決定が先に進むわけ
ではないゆえ，開発担当者は，創造的な製品開発のために，製品の価値の
明確化にこだわるよりも，むしろ，製品の価値の明確化にこだわらず，と
りあえず調査をかけてみて一定の値をとるかどうかを確認しようとするの
である。かような行為は，差別化された製品開発を実現することを妨げる
ものである。
製品開発のプロセスを社内でプログラム化することは，まさに，製品開
発の計画のグレシャム原理化を促進することになる。製品開発をプログラ
ム化することは，製品開発をルーティン作業にしてしまうことを意味する。
そこで製品開発担当者に創造的な仕事を求めようとも，一方で開発のプロ
グラム化がなされていると，人間はルーティン作業を選ぶ傾向にある。そ
れゆえ，創造的な製品開発を促進することが難しくなるのである。
２．製品開発部門に不確実性からくるリスクを感じさせない企業の体制
製品開発部門は，創造力を駆使して他社にない製品を開発することが求
められている。しかしながら，他社にない製品を開発したとしても，その
製品が市場で売れるという保証はどこにもない。いくら開発段階で市場調
査をしたところで，開発された製品が売れるということは言えないのであ
る。また技術の不確実性もある。製品開発の具体的な開発・設計の段階に
ついても，計算どおりにアウトプットが出る合理的なプロセスはないので
ある。
かような点から製品開発部門は，不確実性に直面していることになる。
マーケティングにおける製品開発部門についての一試論
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しかしながら，そもそもマーケティングとは，不確実性に挑戦する活動で
ある。竹内（2001）は，マーケティングのミッションについてこう言及し
ている。マーケティングのミッションは，企業の他の部署が担う機能に比
べてきわめて異質である。なぜならば，技術や，財務，会計，人事労務，
あるいは生産部門は，現実の積み重ねの上に成り立っている。しかし，マー
ケティングは，現実の積み重ねを必要としていない。マーケティング部門
は，企業の中で夢を追いかけている部門である
23)
。竹内の言葉を借りるな
らば，マーケティング部門の中でも，とりわけ，製品開発部門は夢を追い
かけている部門ということになろう。
企業の中で夢を追いかける，すなわち非常に大きな不確実性に直面して
いる製品開発部門の存在は，いかにして認められるであろうか。
製品開発部門が，次々に他社にない価値を有した製品を開発し，その製
品が市場において売り上げを伸ばしていれば，つまり，常に夢を実現して
いれば，製品開発部門の意義について社内のコンセンサスは得られやすい。
しかしながら，出す製品出す製品が市場で受け入れられ続けるというよう
なことは，現実には起こりにくい。いわゆるヒット商品を連発することな
しに，製品開発部門の意義を社内で認めさせることはできないのだろうか。
製品開発部門は，不確実性が高い業務をしているという社内的コンセン
サスがあることで，製品開発部門の社内における意義が明確になる。製品
開発以外の部門は，現実の積み重さねで仕事をしている。たとえば，営業
部門は，短期間のうちに効率的に売り上げを伸ばすことが求められている。
営業部門からすれば，夢を追い求めるという，まさに夢のような業務を行
なっている製品開発部門への批判が出て当然となる。しかしながら，製品
開発部門の社内的な位置づけが，当該企業において明確化されており，そ
してその位置についての社内のコンセンサスが得られていれば，かような
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23) 竹内（2001），29 ページ。
批判を避けることができる。
企業において製品開発部門の存在意義は，誰にどのように明確化され，
そしてその意義が正当化されていくのであろうか。
ひとつは，トップ・マネジメントである。トップ・マネジメントが製品
開発部門が直面している不確実性を認め，その不確実性から来るリスクを
受容していれば製品開発部門がリスクを気にすることなく創造的な製品開
発を進めることができるだろう。製品開発担当のマネージャー，また製品
開発部を構成するメンバーに，製品の売り上げに関するリスクを負わせる
ような社内の体制の場合，製品開発部門は，リスクを気にするあまり創造
的な製品開発に消極的になるだろう
24)
。例えば，開発した製品が売れない，
開発に要したコストが回収できないというような失敗をした際に，常に製
品開発部門の責任を追及するような社内の体制の場合，創造的な製品開発
を妨げることになってしまう。それゆえ，トップ・マネジメントが，製品
開発のリスクを負うという体制が求められる。
上原（1999）は，製品開発部門を構成するメンバーが創造的な製品開発
を行なうために与えるインセンティブとして，個人のリスク回避度をでき
る限り小さくするようなシステム（たとえばプラス評価に重きを置きマイ
ナス評価を避ける）を用意すべきだと主張している
25)
。また，花田（1987）
は，減点主義によらない得点主義が採用されている企業においては，より
積極的・革新的な行動に対して高い価値がおかれ，失敗を恐れない企業に
対する前向きなアプローチが個人の側から出てくるとしている
26)
。
トップ・マネジメントが製品開発部門が直面する不確実性を認め，その
リスクをかぶり，製品開発に失敗したとしてもマイナス評価を避けられる
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24) 3Mでは，イノベーションに失敗したとしても将来の昇進の道に傷がつか
ないことを徹底している。（大滝（1984），80 ∼ 81ページ。）。
25) 上原（1999），146 ページ。
26) 花田（1987），52ページ。
となると，製品開発部門は無責任すぎるのではないかという批判が出てく
るだろう。製品開発部門は，実現するかどうか分からない夢，悪く言えば
絵空事を追い求め，そして失敗してもマイナス評価されない，例えば出世
に響かないとなれば，他の現実の積み重ねの業務に従事している部署から
すれば，当然批判される。
製品開発部門には，上市したものの売れない製品の開発をした責任はな
いのだろうか。結論を先にいえば，製品開発部門に失敗の責任を問うては
ならない。何度も繰り返しているように，製品開発部門は不確実性に直面
している。その不確実性を許容しないと，製品開発部門に求められる創造
力を妨げてしまう。しかし，製品開発部門は完全に無責任なのかというと，
そうではない。製品開発部門には，製品開発過程が評価のポイントとされ
る。ここでいう製品開発過程は，他社と差別化された製品を開発する過程
のことである。
ある製薬会社の例を挙げよう。かかる企業は，昨今の大衆薬の価格下落
にともない，化粧品部門に力を注いでいる。当該企業では，化粧品の製品
開発メンバーが考案した製品の企画を製品化するか，否かは，製品開発部
長と社長が「面白い」と思うかどうかであるという。製品開発の意思決定
スピードをあげるために，製品開発に関する組織はフラット。製品企画部
長が製品開発部員を直轄した。また社長も，時間があるときにはマーケ
ティングの製品開発部門に出向き，製品開発担当者と積極的にコミュニ
ケーションをとっている。かかる企業においては，開発担当者が担当した
製品がヒットしても褒めてもらえない代わりに，当該製品が失敗したとし
ても咎められないという。その代わり，社長が「面白い」と思える革新的
な製品を提案しないと，社長の雷が落ちることになる。かかる企業におい
ては，製品開発担当者が製品を売ることに責任を負わされていない。「面
白い」と思える製品を開発するか否かが，製品開発担当者の社内での評価
となっているのである。
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３．製品開発における複雑性をクリアするための企業の体制
製品開発部門には複雑性という困難もある。かかる複雑性は，開発に用
いられる技術が高度化され，複雑になっている技術の複雑性と，かかる技
術の複雑性があるゆえ，多数の人が開発に係わらなくてはならないという
組織の複雑性である。
製品開発に関する複雑性を回避するために，マーケティングの製品企画
部門と技術開発の部門が常に連携していなくてはならない。製品開発に
は，多くの情報が負荷される。とりわけ，昨今のように製品開発が複雑化
されるとヨリ多くの情報が組織に負荷されることになる。その際，市場の
ニーズと技術のシーズを組み合わせることは難しくなる。また，多数の部
門の関係者が係わるため，製品開発担当者全員のベクトルを合わせること
にも困難が生ずる。かかる困難をクリアするためには，市場ニーズを把握
する部門と，技術のシーズ蓄積する部門が分断するよりも，市場ごとに自
律的かつ自己完結的な SBU（Strategic Business Unit：戦略事業単位）を作
ることである
27)
。
製品開発には複雑性があるからこそ，製品開発者の個人の能力が発揮で
きる組織体制を敷くことが求められる。ここでは，製品チャンピオンが必
要になる。製品チャンピオンとは，製品に関するアイディアを信じ，それ
を守るために自分の職務をかけ，そのアイディアを進めるために経営資源
を確保する意欲ある人のこと
28)
を指す。先にも述べたとおり，製品開発の
際，集団で議論することも重要であり，また，集団が共有する知識（情報）
の高度化も要請されるが，体系的なコンセプトの創出とその理論化は，ほ
とんど個人によって構築されるからである。
キリンビバレッジで，組織の壁にとらわれないチームで製品を開発し，
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27) 上原（1999），143ページ。
28) Urban他（1987），訳書，457 ページ。
数々のヒット商品を世に送り出した製品企画部長の佐藤章氏は，製品開発
のポイントをいくつか述べる中で，「確信犯の一人の開発者が全てを決め
ていく」といっている。かかる言葉に加えて「民主主義はダメ」，「合議制
はもっとダメ」としている。佐藤氏は，製品開発は決して一人でできるも
のではないとした上で，しかし，その製品の価値についての仮説を考えに
考え抜いている一人がいれば，その人に全て任せるという。その一人に合
うメンバーがチームとして構成され，そこで多種多様な意見が交わされる
が，その一人が製品を決めていくことになるのだという
29)
。
かかるケースから，製品開発が複雑だからこそ，個人が様々な情報を結
合することで，尖った製品が開発されることがうかがえる。製品開発にお
いては，その道のプロフェッショナルが，開発中の製品に関して様々な意
見を交わすが，それらの意見を民主主義的に，または合議制的に取り入れ
ると，結局特徴がない製品となってしまう恐れがある。また，多種多様な
知識を持った製品開発チームのベクトルを一つに向かわせる意味でも，一
人の確信犯，すなわち製品チャンピオンの存在が必要になるのである。そ
して，その製品チャンピオンが組織で浮いてしまわないような体制が求め
られることになる。
Ⅵ．結びに代えて
本稿では，製造業者のマーケティング部門における製品開発担当部署が，
差別化された製品を開発するために必要とされる能力，かかる部門がその
役割を達成するために用意されるべき製品開発部門の社内の体制について
議論した。
本稿を結ぶにあたり，今後の研究課題を挙げたい。
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29) 以上のケースは，茂木他（2006），117 ∼ 172ページに基づいている。
まずは，いかにして革新的な新製品の開発が社内で，正当性をもってい
くのかを研究したい。かかる研究は，イノベーションの資源動員について
の研究が役立ちそうである。既に，イノベーションの資源動員について，
武石・青島・軽部の（2008）の研究がある。かかる研究において，イノベー
ションの資源動員正当化には４つのパターンがあるとされる。①技術重視
の考え方，②経営トップのリーダーシップ，③支持者の獲得，④当事者の
危機感がその４つである。これらのなかで，とりわけ②経営トップのリー
ダーシップ，③支持者の獲得の２つについて研究したい。なぜならば，本
稿でも述べたとおり，製品開発には，創造性，不確実性，複雑性といった
困難がつきまとう。この困難を製品開発部門，また製品開発を担当するメ
ンバーが乗り越えるには製品開発部門への全社的なバックアップが必要と
なる。いかにして，トップ・マネジメントが社内で革新的な製品の開発に
正当性をもたせていくのか。資源動員，リスク
30)
，企業の理念，ブランドの
観点から議論したい。
また，資源動員のみではなく，製品開発を後押しするのに，大きな力を
発揮するのは，上位マネージャーではないだろうか。製品開発やイノベー
ション研究において，上位マネージャーの重要性を指摘している既存研究
も多い
31)
。企業で革新的な新製品を開発する場合，不確実性と複雑性が大
きな支障となる。それゆえ，とりわけ，製品開発プロセスにおける上位マ
ネージャーのサラリーマンとしてのリスク・テイキングの点から研究を進
めて行きたい
32)
。
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30) とりわけ，トップ・マネージャーが経済的危険を背負って新製品を導入し
ていく姿勢については，林（1999）の商人論をベースに議論したい。
31) Brown & Eisenhardt, (1995) , p. 371, Green (1995) , pp. 229-231，Roth-
well et al. (1974), pp. 260-266, 川上（2005），177 ページ。
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